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インドの経済成長率について、2008 年、2009 年の経済成長率及び 2010 年、2011 年の現在
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（注）経済産業省『通商白書平成 22 年版』日経印刷、2010 年 7 月、3 頁の 
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また、1990 年（平成 2 年）から 2009 年（平成 21 年）までの個人金融資産に占める現金・
預金の構成比の推移を示したものが図 3 である。図 3 のとおり、構成比は、最も低いものが
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2. 我が国における金融所得課税 




しかし、2003 年度（平成 15 年度）改正に係る 2002 年（平成 14 年）の政府税制調査会で
は、簡素で安定した金融税制の構築と総合課税とともに金融所得課税一体化も検討すべきと
示され7)、2003 年度（平成 15 年度）改正では、低迷する経済を回復させるために上場株式
等の譲渡益及び配当について5年間と期限を定めた軽減税率（10％（所得税7％、住民税3％））
の創設と損益通算範囲の拡大が行われたのである。 







れを受け、2005 年度（平成 17 年度）改正では、金融所得課税一体化のための改正が検討さ
れていたが、軽減税率が適用されていたことから創設は見送られたのである9)。 
2007 年度（平成 19 年度）改正であるが、改正に係る政府税制調査会答申では、上場株式
等の譲渡益及び配当に関して軽減税率導入時に比較して我が国の経済が回復していること及
び公平性の観点から軽減税率を廃止すべきとされていたが 10)、与党税制調査会では、軽減税
率の適用を 1 年延長し、さらに損益通算に関して範囲拡大を行った上で 2009 年度（平成 21
年度）導入を目指すとされていた11)。 
その翌年の 2008 年度（平成 20 年度）改正では、上場株式等の譲渡益及び配当に適用され
ていた 10％の軽減税率を廃止し、また、上場株式等の譲渡損失と譲渡株式等の配当所得との
間の損益通算を 2009 年（平成 21 年）より認める制度が創設された。 
2009 年度（平成 21 年度）改正では、2008 年度（平成 20 年度）改正で 2008 年（平成 20
年）12 月 31 日をもって廃止することとされていた上場株式等の譲渡益及び配当の軽減税率
を 2 年延長することとし、また、軽減税率が廃止された際に配慮して、尐額の上場株式等投
資のための非課税制度を廃止後 5 年間適用する制度が創設された。 
 そして、2010 年度（平成 22 年度）税制改正大綱において、金融所得課税は主要課題の一
つとして位置付けられており、総合課税を理想であるとしながらも金融資産の流動性に配慮
し、株式譲渡益・配当課税の税率の見直し損益通算の範囲を拡大し金融所得一体課税を推進
することが示され、2011 年度（平成 23 年度）改正で公社債の利子及び譲渡所得の課税を申
















報告基準（IFRS：International Financial Reporting Standards）が世界 100 カ国以上で適
用されている。このように、IFRS が世界的に適用されるに至った背景には、2005 年におけ































のが表 2 である。 
 
表 1 主要国の株式譲渡益課税、配当所得課税、利子に関する所得に対する課税 
































































































































































































































 我が国の株式譲渡益課税及び配当は、本則は 20％（所得税 15％、住民税 5％）であるが、

















































































ではなく、公平性も考慮された改正が行われていた。しかし、2002 年（平成 14 年）から公
平性の側面よりも経済成長を優先した税制の検討が開始し、2003 年（平成 15 年）に上場株
式等の譲渡益及び配当について 10％の軽減税率が創設されたのである。その後、2004 年（平





















































http://www.stat.go.jp/data/roudou/rireki/gaiyou.htm、2010 年 9 月 14 日）。 
2) 中小企業庁では、我が国の景気を下押しするリスクとして、円高によるリスクを挙げており、今
後の動向に注視が必要である旨を指摘している（中小企業庁編『2010 年版中小企業白書』日経印
刷、2010 年 7 月、9 頁～10 頁）。また、一時 1 ドル＝82 円代となったことを受け、政府・日銀
は 2010 年 9 月 15 日に 6 年半ぶりの円売り介入を行った（日本経済新聞、2010 年 9 月 16 日朝
刊、1 面）。 
3) 金融庁からの税制改正要望において、諸外国と比して我が国の株式・投資信託の構成割合が低い
ことが指摘されたものとして、例えば、金融庁『平成 22 年度税制改正要望項目』2009 年 8 月、3
頁がある。 
4) 例えば、金融庁の平成 20 年度税制改正要望では、軽減税率の恒久化や損益通算の範囲拡大が要望
されていた（金融庁『平成 20 年度税制改正要望項目』2006 年 8 月、3 頁 
5) 『我が国金融システムの改革～2001 年東京市場の再生に向けて』1996 年 11 月
（http://www.fsa.go.jp/p_mof/big-bang/bb7.htm（2010 年 11 月 30 日） 
6) 1997 年 12 月 3 日の政府税制調査会金融小委員会中間報告では、国際化に対応可能となる租税構
築の必要性が示されるとともに、税負担の公平の重要性が示されており（政府税制調査会『金融
課税小委員会中間報告』1997 年 12 月）、2000 年 7 月政府税制調査会でも足の速い所得である金
融所得に対し、租税回避行為の抑制と公平性の確保が重要視されていたのである（政府税制調査
会『我が国税制の現状と課題―21 世紀に向けた国民の参加と選択―』2000 年 7 月）。 
7) 政府税制調査会『平成 15 年度における税制改革についての答申-あるべき税制の構築に向けて-』
2002 年 1 月 
8) 政府税制調査会金融小委員会『金融所得課税の一体化についての基本的考え方』2004 年 6 月 15
日 
9) 山本守之『税制改正の動き・焦点』税務経理協会、2005 年 3 月、118 頁～119 頁 
10) 政府税制調査会『抜本的な税制改革に向けた基本的な考え方』2006 年 11 月 
11) 自由民主党『平成 19 年度税制改正大綱』2006 年 12 月 24 日 
12) 民主党『平成 22 年度税制改正大綱～納税者主権の確立へ向けて～』2009 年 12 月 22 日 
13) 金融税制研究会『金融税制研究会 論点整理』2010 年 7 月 29 日 
14) 平成 23 年度税制改正要望にあたり、金融庁及び経済産業省から損益通算の範囲拡大等所要の改正
要求がなされていた（金融庁『平成 23 年度税制改正要望項目』2010 年 8 月及び経済産業省『平
成 23 年度税制改正に関する経済産業省要望』2010 年 8 月）。また、平成 23 年度税制改正に関し
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ては、民主党『平成 23 年度税制改正大綱』2010 年 12 月 16 日を参照されたい。 
15) 島田眞一「会計基準の国際的統一化の軌跡とその視点」『View&Vision』29 号、千葉商科大学、
2010 年 3 月、5 頁 
16) 同上、5 頁 
17) 企業会計審議会『我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）』2009 年 6
月 30 日 
18) 日本経済団体連合会『国際会計基準（IFRS）に関する欧州調査報告・概要』2008 年 3 月 18 日、
http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2008/012.html（2010 年 9 月 20 日） 
19) ＥＵ域内市場でのＩＦＲＳに準拠した財務諸表作成が義務付けられたことにより、我が国では、
ソニーや日立などＥＵ域内市場での上場を廃止する企業が相次ぎ、ＥＵ域内で上場する我が国企
業は 1999 年（平成 11 年）には 90 社を超えていたが、2005 年（平成 17 年）前半には 50 社程度
まで減尐した（『日経金融新聞』2006 年 4 月 12 日、20 頁）。 
20) 例えば、フランスのＢＮＰパリバが東京証券取引所からの上場廃止を決断した理由の１つに財務
諸表作成コストの問題があった（『日本経済新聞』2009 年 3 月 10 日朝刊、4 頁）。そして、多く
の外国企業が東京証券取引所での上場を廃止し、1991 年（平成 3 年）12 月には 127 社あった外
国企業が十数社にまで減尐した（『日本経済新聞』2008 年 11 月 14 日朝刊、14 頁及び『日本経済
新聞』2010 年 3 月 10 日朝刊、1 頁）。 
21) 企業会計審議会、前掲（注 17） 
22) 同上 
23) アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの課税に関しては、財務省「個人所得課税の国際比較」『国
際比較に関する資料（平成 22 年 4 月現在）』http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/027.htm
（2010 年 9 月 20 日）及び財務省「個人所得課税の税率構造の国際比較（イメージ）」『国際比較
に関する資料（平成 22 年 4 月現在）』http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/036.htm（2010
年 9 月 20 日）を参照されたい。 
24) 森信茂樹「『二元的所得税』議論の示唆するもの」『経済セミナー』No.572、日本評論社、2002
年、17 頁 
25) Sorensen, P.B.〔ed〕“Tax Policy in the Nordic Countries” Macmillan Press Ltd, 1998, pp4（馬
場義久監訳『北欧諸国の租税政策』日本証券経済研究所、2001 年、4 頁） 
26) 阿部喜和・村上康二・渡辺智道「オランダ財務省」『山本守之欧州税制視察団 2005 年度欧州視察
レポート集』2005 年 7 月、24 頁～25 頁 
27) オランダ財務省ホームページ 
http://www.minfin.nl/english/Subjects/Taxation/Income_tax/Tax_base_and_tax_rates（2010 年
9 月 20 日） 
28) 佐藤進『近代税制の成立過程』東京大学出版会、1979 年、103 頁～104 頁 
29) 泉美之松『税についての基礎知識十訂版』税務経理協会、1986 年、89 頁～90 頁 
30) 森信茂樹『日本が生まれ変わる税制改革』中央公論新社、2003 年、107 頁 
31) 宮本憲一・鶴田廣巳編著『所得税の理論と思想』税務経理協会、2001 年、211 頁～213 頁 
32) 同上、222 頁～223 頁 
33) Brownlee, W.E. “Federal taxation in America : A short history ”Woodrow Wilson Center Press 
and Cambridge University Press,1996,pp36 
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34) Klein, J.J. “Federal income taxation” John Wiley & Sons, 1929, pp26 
35) Mill, J.S. “Principles of Political Economy” J.W.Parker, 1848, pp359（末永茂喜訳『経済学原理
（五）』岩波書店、1963年、49頁～50頁） 
36) Wagner, A. “Finanzwissenschaft”（瀧本美夫解説『財政学』同文館、1904年、466頁） 
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